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アセスメント手法の基本的枠組みとその問題点
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技術評価のためのライフサイクルアセスメント手法の

基本的枠組みとその問題点 その2

松橋隆治

1998年12月

キ ー ワー ド

ライフサイクルアセスメン ト(LCA);廃 棄物データ;産 業連関表分析;価 格一物量変換;限 界配分指標;

限界改善指標;CO2放 出.

概要

人類にとって地域規模や地球規模の環境の悪化は最も重要な問題の一つとなりつつある。現代文明は、地

球から豊富な資源を採取し、これを加工して経済活動をおこない、同時にその廃棄物を地球に還元するこ

とにより成立している。各種資源の大量消費および大量廃棄は、科学技術の発展に支えられ、人類に素晴

らしい豊かな生活をもたらした。このような文明が持続的に拡大していくためには、地球の資源 と廃棄物

を受け入れる容量が、人類の経済活動の規模と比べ十分に大きいことが必要である。しかし、前世紀のマ

ルサスの人口論を引用するまでもなく、地球の有限性は人類の多くが認識するところである。この有限性

は、地域規模では、ゴミの埋め立て処分場の不足や都市の大気汚染、水質汚濁などとなり、地球規模では、

酸性雨やオゾン層の破壊、温室効果ガスによる気候変化などの問題となって顕在化しつつある。

したがって、人類は経済活動を行う上で、資源の減少と環境に与える影響を考慮し、いわゆる文明の持続

的発展を実現しなければならない。このような状況を反映し、あらゆる製品、技術、システムに関するラ

イフサイクルアセスメントの必要性が高まってきた。ライフサイクルアセスメン トとは、特定の製品や技

術について、“ゆりかごから墓場まで”のライフサイクルにおける諸問題、特に資源、環境問題を中心に社

会に与える影響を総合的に分析する方法である。しかしながら、LCAは 手法上いくつかの問題点を抱え

ており、またその技術評価への利用法も確立しているとはいい難い。本報告では、前報告に続き、新たな

LCAの 基本的枠組みと技術評価に応用する際の問題点について述べる。
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1.は じめ に

人類にとって地域規模や地球規模の環境の悪化は最も重要な問題の一つとなりつつある。現代文明は、地

球から豊富な資源を採取し、これを加工して経済活動をおこない、同時にその廃棄物を地球に還元するこ

とにより成立している。各種資源の大量消費および大量廃棄は、科学技術の発展に支えられ、人類に素晴

らしい豊かな生活をもたらした。このような文明が持続的に拡大していくためには、地球の資源と廃棄物

を受け入れる容量が、人類の経済活動の規模 と比べ十分に大きいことが必要である。しかし、前世紀のマ

ルサスの人口論を引用するまでもなく、地球の有限性は人類の多くが認識するところである。この有限性

は、地域規模では、ゴミの埋め立て処分場の不足や都市の大気汚染、水質汚濁などとなり、地球規模では、

酸性雨やオゾン層の破壊、温室効果ガスによる気候変化などの問題となって顕在化しつつある。

したがって、人類は経済活動を行 う上で、資源の減少と環境に与える影響を考慮し、いわゆる文明の持続

的発展を実現しなければならない。このような状況を反映し、あらゆる製品、技術、システムに関するラ

イフサイクルアセスメントの必要性が高まってきた。ライフサイクルアセスメントとは、特定の製品や技

術について、“ゆりかごから墓場まで”のライフサイクルにおける諸問題、特に資源、環境問題を中心に社

会に与える影響を総合的に分析する方法である。 しかしながら、LCAは 手法上いくつかの問題点を抱え

ており、またその技術評価への利用法も確立しているとはいい難い。本報告では、前報告に引き続き新た

なLCAの 基本的枠組みとその位置づけ、および技術評価に応用する際の問題点について述べる。

*この研究は、学術振興会未来開拓技術研究推進事業 「アジア地域の環境保全」Work Group2に おける共同

研究としておこなわれた。
†東京大学大学院工学系研究科 地球システム工学専攻

1



2.ラ イフサイクルインベン トリ分析および改善分析の手法

2.1ラ イフサイクルアセスメント手法の概要

 ライフサイクルインベン トリ(LCI)作 成に当た り、最も基本的な手法は積み上げ法である。積み上

げ法 とは、評価対象 となるシステム内の各々のプロセスにおける資源投入および生産物、副産物、排出物

をリス トアップ し、プロセス間の リンクを考慮 して文字通 り積み上げる方法である。 しか し、積み上げ法

においては、プロセス間の リンクが複雑になった場合の波及の追跡が繁雑になるばかりでなく、結合生産

や リサイクルが生 じた場合の複数の産物に対する資源投入や排出の割 り当てが適切に行われない可能性が

ある。すなわち、LCAに よる製品間比較でCO2排 出の少ない製品が市場に普及 した場合、却ってシステム全

体のCO2排 出が増加す る可能性がある。

 また、LCAに おいては、産業連関表な どにおいて順守されているOne Process-One Productの 原則 を

拡張が必要である。周知のように、実際の生産システムにおいては、一つのプロセスから、二つ以上の生

産物が生み出されることも少な くない。 これ らの実例 としては、石油精製プロセス(原 油一ナフサ、ガソ

リン、灯油、ジェッ ト燃料、軽油、重油A，B，C、石油残 さ)の ようなものもあれば、 自動車製造プロセス

のように、主製品として自動車が生産され、副産物 として鉄屑などの加工屑が出る場合もある。

區3

誌 ト霾剄く
匡圃

匳蜩
図2-1。 リサイクルがある場合のLCA配 分

 このような場合にはOne Process一一〇ne Productの 原則では、システムのモデル化が困難iである。(現 行の

産業連関表では、マイナス投入方式によりこの問題 を回避 している。)ま た、これを個別の製品の環境負荷

を評価す るライフサイクルアセスメン ト(LCA)の 面からみると、(個 別のフ.ロセスの積み上げでは)LCA

の配分が一意に定まらない場合がある。その例を以下に述べる。

いま、図2-1の ようにリサイクルがある場合を考える。プロセス1が 自動車の生産であるとすれば、製品

Aが 自動車で、排出物2が 例 えば生産工程からの鋼板の加工屑であると考えることができる。加工屑(排

出物2)は 回収 されて電気炉(廃 棄物処理プロセス)に 投入 され、新たに建設用鋼材(製 品B)と なる。

このとき、 自動車(製 品A)と 加工屑(排 出物2)に は、プロセス1に おける資源消費 と環境排出をどの

ように配分すればよいのか、とい う問題が生 じる。屑に配分された資源消費 と環境排出は電気炉(廃 棄物

処理プロセス)を 通 して建設用鋼材(製 品B)に 付加 される。 したがって、上の配分次第で、自動車お よ
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び建設鋼材のLCA指 標が大きく変化する可能性がある。 このことは、代替牲がある場合はさらに複雑に

なる。図2-1で 製品Bと ほぼ同 じ品質を持ち、そのために市場において、製品Bと 代替性のある製品B'が

プロセス3に おいて製造されているとする。一般には屑 を原料 とした製品BがB'よ り低コス トであるが、

屑の供給量に限界があるため、残 りはB'に よって需要が満たされている。 このとき、製品A一 単位当 りの

LCA指 標はどのように決定できるだろうか。

このようないわゆる結合生産を表現するためには、One Process-One Productの 原則を拡張す る必要があ

る。 また、多様な排出物の製品への配分を求めるLCAに おいては、排出物も生産物 と同じ枠組みで取 り

扱 うことが望ま しい。これにより、鉄屑や下水汚泥あるいはCO2な どの排出物が リサイクル された場合に

おいても同 じモデルで評価することができる。

2.2.静 学LCAの 基本的枠組み

      壁製造)

讌〉巨… 樗
        ↓一
     e2j・Xj排 出 物(副 産物)

   石炭、電力、石油(設 備製造)

        丶レ
石炭

      石炭火力発電(燃料)症
丁
宙
V

石炭灰(廃 棄物)

陪)

図2-2..プ ラン トの入出力のモデル化の概念

図2-2よ りプロセスjの 活動Xjに 必要な全ての入力は下のようなベク トル形式で表される。図示 したよう

に、投入財の例 としては石炭、石油、電力などのエネルギーや、セメン ト、鉄鋼などの基礎素材その他が

考えられる。 これ らの計測単位 としては、kg(重 量)、 J・kWh(エ ネルギー)、 円(価 格)な ど任意の単位

で差支えない。ただ し、同一種の財には、同一の単位を用いなければならない。
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したがって、全てのプラン トの全ての出力に必要な全ての入力は次式のように表 される。
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一方
、当該プロセス(プ ラン ト)か らの排出物または副産物については、中間投入 と同様に以下のよ う

な数学表現を取る。上記のように、LCAに おいては、単一のプロセスから生 じる複数の産物および排出

物を評価に含め、複数の産物間の資源投入や環境排出の配分をおこな う必要がある。 ところが、産業連関

分析は、One Process-One Productの 原則で構成 されてお り、副産物はマイナス投入方式による特殊な扱

いを受けている。多様なシステムに対応す るLCA分 析をおこな うためには、この原則を拡張することが

必要である。 そこで、(2-2)，(2-3)式 のベ ク トルxは 、物質 ではなくプ ロセスであることを明示 し、

Axお よび1伽 は各プ・セスに投入もしくは産出され るプ・ダク トであることを明示する.こ れにより、

(2-3)式 に単一 のプ ロセスか らの複数の産出物 また は排 出物(CO2， NO
、， SO、な ど)を 含 めるこ とができる。
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ところで、一一般的にLCAを おこなう場合は、数十～数百種類におよぶ排出物を列挙し、これをもってLCA

とする傾向が見られる。これらの排出物の中には、地球環境関連の排出物だけでなく、重金属、有機塩素、

その他の微量化学物質などが含まれる。こうしたLCAに おいては、上述してきたプロセス間の無限波及が

考慮されず、限られたプロセスにおいて多様な排出物のインベントリを作成する場合が多いため、インベ

ントリの精度が問題となる。重金属やダイオキシンなどによる汚染が緊急かつ重要な問題であることは論

を待たないが、同時にLCAに よってこうした排出物を評価すべきか否かについては、慎重な議論が必要で

ある。上述の微量化学物質の生態系に及ぼす影響は、排出のされ方や、周囲の地質、水環境などによって

異なる。したがって、例えば飲料容器のLCAに 上記の微量化学物質を含めることの意義が問題になるので

ある。我々は、こうした微量化学物質に対しては、LCAに よる最終製品毎の規制によるよりも、むしろ工

場立地地点における規制などにより対処すべきであると考えている。プロセス間の複雑な波及を考慮して、

新製品や新技術の環境評価をおこなうLCAの 対象としては、排出地点や周囲の環境に影響されない温室効
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果ガスや資源 ・エネルギー消費などが適 している。我々は、LCAに 含めるべき項目とその限界をよく吟味

するべきである。

以上の結果 をふまえ、経済学の分野でよく知 られているInput-Output Model(入 カー出カモデル)と 類

似 した以下の方程式が得 られ る。

.砒 ≧Ax+!

(E-A)x≧!
(2-4)

ここで、システム全体の状態、すなわちxを 決定するには、現実のシステムに相当す る最適化の評価基準、

またはロジッ ト関数などのシミュレーシ ョン原理が必要である。例えば、現実のシステムが総費用の最小

化とい う原理で決定されている場合、cx一>min.(max.)を 目的関数 として最適化することにより、

解xが 一意に定瓢 このときの髄 基底をBoと すると、

x=(E一4)一1!=石 げ
(2-5)

(2-5)式 のように、システム内部に結合生産や代替性が存在する場合でもプロセスベク トルxを 決定する

ことができる。ただし、この場合、産業連関分析における非負解の検証のようにHawkins-Simonの 条件に

よって非負解の存在を検証することはできない。それは、行列Eの 要素いかんにより、B。の対角成分以外

にも、正の成分が存在する可能性があるからである。あえて検証 しなければならない場合には、いわゆる

クラメルの公式などを用いて、逐次検証するより他はない。

x=B
o-1J

xノ ーB。 一'ノf+B。 一'ノ2J2+・

窟 一B-1jiO

寄=ノ鬘馬 ×殉

・・+B
。一1ノ'か …+B。 一1/mJm (2-6)

(2-7)

このように、システム内部に結合生産や代替性が存在する場合でも、システムの状態が一意に決定されれ

ば、このときの逆行列を用いて、ライフサイクルにおける資源消費、環境排出を各製品に配分することが
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できる。(2-7)式 による配分原理を限界配分指標 とよぶことにする。

また、あるプロセスか ら他のプロセスに代替 した場 合の改善量については以下のように考えられる。いま、

新プロセスbjを 微少単位 θだけ導入する場合を想定する。プロセスb;に 対する排出行列Eの 」列 目の列

ベク トルをe;と す る。 この ときの、元のプロセスベク トルxと プロダク トベ ク トル .vの 変化量は以下の

よ うにな る。

Box=f

B。(x+Ox)+eb.=!

莇=一 詔 δ1ゐノ

oy=一eEBoib.+傷

(2-8)

(2-9)

したがって、新プ・セスb，を鞘 り導入したと紛 改AはEB'o'b，+名 で表され翫 これを

限界改善指標と呼ぶことにする。

 これらをまとめるとLCAに おける指標を以下のように分類できる。

 限界配分指標とは、ある製品を一単位消費したときの環塊排出を表したもので、当該製品の需要の増加

や節約による環境排出の増減を知りたいときに有効な指標である。また、限界配分と平均配分は二つの点

で違いがある。一つは対象とするシステムに非線形性がある場合で、この場合限界配分は現時点での生産

量からの微量の増加に対する環境排出の増加の割合を表す。(経済学で限界～というと一般に～の微分値を

意味する)し かし、ここではモデルが線形であるため、この問題を取り扱うことはできない。限界配分と

平均配分が異なる値を取るもう一つの場合は、経済学でいうところのサンクされた資本設備を評価に含め

るか否かである。これは例えば、自動車1台 の製造に関するLCAを おこなおうとした場合に、自動車製

造工場のロボットや工場建屋までを評価に含めるべきであろうか。我々が限界配分指標の立場を取り、し

かも一台の生産増加のために、既に導入されているロボットや工場建屋を増設する必要がないとすれば、

これらはサンクされた資本設備であり、評価に含める必要はない。これに対し、平均配分指標では、そこ

で、生産される全ての自動車の平均環境漁荷を考えるため、サンクされた資本設備の製造から生じる環境

負荷も考慮に入れる必要がある。ただし、限界配分においても(設 備が更新される)長 期の影響をみると

きは、資本設備の製造を考慮に入れる場合がある。なぜなら、長期においてはサンクされた資本設備は存

在せず、全ての資本設備は更新され得るからである。これに対し、限界改善指標とは新しいフ.ロセスや新しい

製品をシステム(社 会)に 導入した場合の環境排出の増減を表している。例えば、新しい自動車のリサィクルフ.

ロセスが開発された場合、これを導入することによる社会システム全体への影響は、限界改善指標によって見
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ることができる。限界改善指標においては、新 しいプロセスを導入するのであるから、資本設備の製造まで考

慮に入れるのが一般的である。

現在では、さまざまな製品やフ.ロセスのLCAが おこなわれ、各種刊行物や論文誌などに掲載 されている。 し

か し、内容を吟味すると上の単純な区別が十分 されてお らず、誤った評価 をしている例 も少なくないので、

注意が必要である。

 

 

皿卜
 
 
 
 
 
「

標指㎝[

「∵「 一

既 存 フ.ロ セス ・

フ.ロダ クト評 価

図2-3.LCA指 標 の分類

i蜜1

擁 配「

匱ヨ
2.3静 学LCAに おける実データの取り扱いについて

前節においては、静学LCAの 基本的枠組みについて述べたが、本節では前節の基本的枠組みに基づきLCA

をおこなうための実データ取 り扱いについて示す。前節の基本的枠組みは産業連関分析のOne process-one

productの 原則を拡張 したものであった0し かし、実際に一国の包括的な財の流れを十分な統計的信頼性を

もって表 したデータベースとしては産業連関表に勝るものは見当たらない。例えば、 日本の産業連関表で

取 り扱われている財の項 目の中で、特に結合生産がLCA上 問題 となりそ うなもあは、石油精製とその産物で

ある各種石油製品、マイナス投入方式により副産物 としての扱いを受けている鉄屑、非鉄金属屑などの屑

であろう。これ らの中、石油精製については、技術データを用いた補正が可能である。 リサイクルや熱の

多段利用がLCAの 中心課題の一つ となりつつあることを考えると、屑 ・廃棄物の問題が重要と考えられ る。

実際には、屑 ・廃棄物 ・副産物の中には、現在の産業連関表に含まれていないものもあり、これ らの財が

リサイクルされて有用な財に転換 されることが今後徐々に増加 していくと考えられる。これ らの考察から、
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従来の財項目については、石油精製などの例外を除いて基本的に産業連関表の分類に従い、屑 ・廃棄物 ・

副産物については結合生産を含む取り扱いを適用するのが現実的であろう。そこで、まず、屑 ・廃棄物 ・

副産物としてどのような項目を挙げるべきかを次項で考察する。

2.3.1廃 棄物排出行列Eの 作成について

 前節の廃東物 排出行列に含める屑 ・廃棄物 ・副産物としては、まず、産業連関表で既にマイナス投入方

式により扱われている鉄屑 ・非鉄金属屑などが挙げられる。 これ らは既に連関表中にデータが含まれてい

る。次に未来開拓プロジェク トの中心的課題の一つであるCO2な どの温室:効果ガスが挙げられる。 CO2に つ

いては、産業連関表項 目分類毎の精度の高い推計が吉岡 らによってなされている1)ため
、これに添うかたち

が望ましい。CO2以 外の温室効果ガス、特にメタンや亜酸化窒素などは農業のLCAをお こなう上では重要で

あり、空調機器などを対象 としたフロンの評価も重要になると考えられ るが、これ らについては今後の課

題とする。

 これ以外の廃棄物で含めるべき物としては、今後リサイクルが促進されるか、または廃蘖物の管理自体

が環境負荷を生じる恐れのあるものが挙げられる。こうした廃棄物については、厚生省 より、以下のよう

な業種分類 と廃i棄物分類において、データが得られている。本研究では、これを産業連関表と整合性が取

れるように調整 した。

表1.業 種分類

1

          一一一一}

農林水産業 17

h嗣 臑帰弓剛_-四 咽囮

建設一 駒

 2
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 3

  } 

鉱業
卯  杁」 一 瓢  甼  F

    18
一一}  一_一 一 _

 尸一         皿『り『一 一_

電力・ガス・熱供給

_r }

食料品 19

}}η 一俑一
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4 繊維製品

    一τ

20

 5
闥

   」  『  『 ヨ  ー

パルプ・紙 木製品 21

             一 …   一

 商業冖婀 」 一  '〒刪一'亠一一一『一一一一 一一 一一 一一 一 _

 金融・保険

化学製品 22

              己F」 一 一㎜ 一  『  一

不動産 6
一  一 一     -

 7
 一 }   T

 8

                    一_一 罰 巫 一一一

石油・石炭製品 23
            {一 一「丁

餉hL一 一 石   r_

窯業・土石製品 24

 一{}一{』 一一}' 一 鈩  一  一 一一一一一一一・一 弔_一  」一

通信・放送

 9
皿 一

 10

緇
 『 ザ   ー

25

       布 一  }雨  一_

公務

  非鉄金属
配一 一w一 一一 一講 り  一 鬲一 一一 一 一一_  一一

  金属製品

26

      一『 一アー一一 幽 一 一一一一 一一=r一

教育・研究

11  27
-P曜 」 一  一  一¶

 28

 「}{一 一 、一            -一一「L

医療・保健・社会保障   {炉 一 一 一     一_r{ 一_

一般機械
     ㎜=一一 鹵

その他の公共サービス 12一 一
 13
一L幽 ，冖  甬 r f

 14

    臼一 一

電気機械
一 一  ■一 一一 一  一一

29
』 一厂一_

30

31

            一_ 一薗一一    一

対事業所サービス

輸送機械
一一一 ㎝ 輯}一_ 齟 ，

対個人サービス一

 15

    』`■

精密機械
- 『  } 一 一   -，尸Frr  再 一            }   一   一

事務用品
           唱'聖== ド ¶一  一雨

一

 16

   一一 一

その他の製造工業製品 32
 噌 「ハ」一  一  r '

分類不明
一 一
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表2.廃 棄物分類

1噬 穀 _
2 i汚壟 一
3」 塵廸 ._
4 1麟

5

心
0

一
7
」

!ア ル型 一」

廃プラスチック'皿

8

9

10

11

12

1纒 ず.臨
μムくず

13

[
14

15

一
16

{
17

『
18

1鋸 くず一

一
 ガラスくず及び陶磁器くず

 鉱さい

 建設廃材

橿 物のふん尿

、瞹

   の死体
胛鐸

んじ

 また、上のような廃棄物以外に各産業のプロセスからの排熱も行列Eに 含めることにより、革新的エネ

ルギー技術 として期待される熱の多段利用をLCA評 価することができる。排熱については、著者 らによる

Discussion paper 34「 日本の製造業における排熱利用可能性の評価」にあるよ うに工場の未利用エネルギ

ー実態調査 としてのアンケー ト結果が分析 されている
。これを産業連関表の項 目分類に合わせるよ うに調

整することで、排熱を上記項目に加 えることができる。

本研究では、上記のように産業連関表に元来含まれていた屑 ・副産物に加え、温室効果ガスとしてのCO2、

厚生省データに基づ くその他の屑 ・廃棄物、および排熱を取 り扱 うことを考慮 している。

2.3.2LCA評 価のための投入係数行列の変換

前項では:LCA分 析に含めるべき財の項目について検討 した。本項では、 LCA評 価のための投入係数行

列の変換について述べる。LCAを おこな う上で、投入係数行列を変換する必要性が出てくるのは次の二つ

の場合である。一つは2.2節 で述べたフレームワーク上にデータベースを構築する際、物量単位のデー タ

と(産 業連関表の)円 価値単位のデータを結合する場合がでてくると考えられ る。この場 合には物量単位

から円価値単位に、また円価値単位から物量単位への単位変換が必要となる。

もう一つは、技術移転による環境負荷削減を評価 したい場合である。例えば、Clean Development Mechanism

などの制度により、 日本か ら中国に技術移転 をおこな うことによるCO2削 減効果を算定 しようとすると、

日本 と中国の財の相対価格の比を考慮 した投入係数の変換が必要 となる。そこで、本項では、上の二つの
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場合を想定した投入係数の変換について述べる。

まず、円価値単位に基づくある国の産業連関表の投入係数行列Aを 一端物量べ一スに基づく投入係数行

列A'に 変換する。ある国の円価値単位に基づく投入係数行列と物量単位に基づく投入係数行列の第ij成

分をそれぞれo〃， ia とする。 oウ，αゲ はi行 とj列 に相当するプロダク トの単位物理量当りの価格で関係

づけられる。

ay×p.=a'J            (2-10)
  Pノ

すなわち、(2・11)式のような単価行列Pを 定義するとAとA'は(12)式 のように関係づけられる。

P=

ρ

0

…

0

0

…

0

瓦

…

 
0

0

P

・
.

…

A'=PAP一' (2-12)

(2-11)

(2-12)式を用いて円価値単位 と物量単位の変換を相互にお こな うことができるので、LCAに おけるデー

タベースの融合には単価行列pを 整備することが重要である。

 さらに、この変換方式を利用 して、国毎の財の相対価格 を考慮した投入係数行列の変換について述べる。

いま、円価値単位による1国 と2国 の産業連関表をA1、 A2と し、財の種類、数は同一であったとする。

両国における財の相対価格が一般に異なるので、以下のように変換する。 この場合、1国 と2国 における

単価行列((2-11)式 で定義 した行列)をP1，P2と すると、 A、、 A2を 比較するには、(2-13)式 を利用 した

変換をお こなえば良い。

A、 →P2P1-1AIPIP2-1と 変 換 し、 A2と 比 較 す る 。

    (2-13)

すなわち、技術の国際比較をおこな う場合 や技術移転による環境改善効果を産業連関表によって評価す

る場合には、相対価格の相違を考慮 した(2・13)式による投入係数の変換が必要であることがわかる。

著者 らによる論文5)で は、日中の産業連関表における投入係数の変換をおこなっているが、これは文献6)

に基づいている。 この文献では、 日中の主要製品の相対価格を比較 して、その比を評価 している。 この意

味では(13)式のP2P1-1が 直接得 られている訳で 日本→中国または、その逆の変換は容易におこな うことが

できる。
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3.動 学LCAの 基本的枠組み

3，1入カー出カモデルの動学化

 2.2で 述べた入カー出力モデルの枠組みでは、無限の波及効果を…回の逆行列計算の中で行っており、

その意味で時間の進行を無視 した静学モデルであった。各プロセスか らの生産 と消費を、日繝 の推移を考

慮 しておこなう、いわゆる動学LCA分 析が本節の主題である。

LCAを おこなうにあたって、動学分析が本質となるのは次の二つの場合である。一つは、資本設備を製

造するための資源 ・環境負荷が、燃料 として投入 される財の資源 ・環境負荷に比較 して大きい場合で、太

陽光発電システムがこのような場合に該当する。太陽光発電システムでは、CO2負 荷の殆 どはシステムを

製造する際に生 じる。通常の静学分析では、この製造躓荷を耐用年数で除 して一年当りの負荷を算定 し、

さらに年間発電量で除 してkWh当 りのCO2負 荷を算定する。 このような算定法は、設備量の長期にわたる

変動が小さい場合には適切な評価とな りうるが、急速に設備を増強する場合には不適切な評価 となりかね

ない。例 えば、2010年 までの温室:効果ガス削減 目標に応えるため、静学分析でkWh当 りのCO2負 荷力沙 な

いと判定された太陽光発電システムを大量に導入 したとする。 このときの太陽光発電システムの製造 ・運

転に起因す るCO2は 静学LCAを 基に した評価(上 記のkWh当 りのCO2負 荷に発電量kWhを 乗 じた値)よ り

おおきくな り、結果的に削減 目標を達成できない場合が生 じる。 このような矛盾を避けるためには、動学

的な扱いが必要である。

動学分析が重要となるもう一つの場合は、プロセス間で投入 ・産出される中間財にタイムラグがある場

合である。エネルギー変換技術の例 としては核燃料サイクルが挙げられ る。核燃料サイクルにおいては、

まず軽 水炉でウラン燃料が使用 された後、再処理を経てプル トニウムを含むいわゆるMOX燃 料が生成 され、

これが高速増殖炉やプノレナーマル軽水炉の燃料 となる。軽水炉における燃料使用や再処理に要する時間の

後れを経てMOX燃 料ができるため、動学的な枠組みにおいて始めてシステム全体のLCAが 可能となる。ま

た、システムの成長率に応 じて異なるLCA指 標が得 られる。ここでは上記二点を考慮 した動学LCAの 基本

的枠組みを紹介する。

まず、設備投資の扱いを簡単に説明 しよう。投資は二つの側面を持ってお り、一つは当期の需要として

の側面ともう一つは次期の生産能力の増強 とい う側面である。この意味から、いま、次期に期待 されるj

部門の生産額X」(t+1)とXj(t)に 対 し、今期のi部 門の投資を、資本係数k、jを用いて、

庖(t+1)鵬 ω}と 表すことカ§できる.こ れに、生産臑 要(最ice.中 間需要を含む)の タイム

ラグを加味 して、入カー出力モデルの第i品 目需給バランスは、次式のように表 される。

κ，e)一 Σ α，κ、G+1)+E[k
，{x/G+1)一xノ ω 距 ズ0+1)

   ノ=l         j=1

(3-1)

これを行列を用いて表現すれば、
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κω=帥+1)+砕(t+1ト κ(t)}+s(+1)   (3-2)

   :投入係数行列

K :資本係数行列

r():tに おける設備投資を除く最終需要ベクトル

2.2で 述べた結合生産を含む一般的な形式で表す と、

魚 ¢)=激 セ+1)+K{x(t+1)一x(t)}+f(r+1)

E 生産(排 出)係 数行列

(3-2')

3.2斉 一 成長解の存在条件と動学的ライ7サィクルアセスメント指標

 (3-2)式 より、毎期において、次期の最終需要f(t+1)と 決定された今期の生産x(t)が 与えられれば、次

期の生産x(t)を 決定することができる。 しか し、このよ うな手続きに基づ く解の導出は、システム自体が

持つ性質を必ず しも明らかにするものではない。そこで、以下では、斉一成長解の概念に基づき、動学シ

ステムの性質に迫ることとする。

 いわゆる斉一成長解においては、ベク トルxお よびfが 一定率で成長することを仮定する。すなわち、

以下の式が成 り立っ。

κセ+1)=罅)

f(r+1)=aft)
(3-3)

これ を(3-2)式 に代入す ると、(3-4)式 が 得 られ る。

κ¢)一鋤)+(a-1)鯛+舜)

1
-rβ とおくと

、

骸 一浸一(1一β)K睡)=j(r)

(3-4)
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ここで、資本係数行列Kが0行 列である場合を考えると、(3-5)式 のような単純な方程式が得られる。

(β1一浸)κセ)=f(=) (3-5)

この方程鵡 行列(，al一一浸)がH・wki…Sim・nの 条件を満たす限 り、臆 のfに 対して非負解xを 与え

ることが知られている。実は、この条件は、以下の行列の固有値 とも関連 していることが知 られている。

すなわち、βと行列Aの 固有値の最大の実固有値 との間に以下の関係があれば、任意の非負ベク トルfに

対 してxは 非負解を持つ。

β 〉λ;ただし、λは行列Aの 固有値の内、実数で最大のものを意味する。

このとき、斉一成長解か ら得 られ る以下の逆行列の要素により決定 され る指標を、動学における限界配分

指標と呼ぶことにする。

κ0)=@一 す1!0)=B(β)f(r) (3-6)

また、(3-6)式 のような関係を持つシステムにおいて、斉一成長率 αを大きくす る(β を小さくするほど)

ほど、逆行列の要素が大きくなることが証明できる。すなわち、

、β】〉、β2>λ の とき 、BCβ 、)>B(f一'1)>0 (3-7)

(ここで、B(β 、)>B(の とぽ β(β 、)の全ての螺 がB(i”1)の 対応する要素より大きい

ことを意味している。)

すなわち、システムには、技術関係が固定 している限 りにおいて、これ以上の速度で成長できないとい う、

成長率の上限(1/λ)が 存在する。また、上限を超 えない範囲で成長する場合においても、システムの

成長率が高いほど、その限界配分によるLCA指 標は悪1匕する(大 きくなる)。 この示唆は、設備の製造、

すなわち資本係数行列を導入 した場合にも通 じる。

また、結合生産を含むシステムにおいては、(3-7)式 は以下のようになる。

κo)=(頑 一4)一fit)_ICI(β)j(r) (3-T)
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この場合には、(3-7)式 のような関係 を証明することはできないが、一般の数値例においては、やは り成

長率が高いほと、LCA指 標が悪化する傾 向が見 られる。また、システムの性質によっては(例 えば核燃

料サイクルのような本質的に増殖を含むシステムにおいては)成 長率の上限のみでなく、下限が存在する

場合 もある。すなわち、(2-14')式 で表されるものの中には、一定以上の速度で成長 しなければ斉一成長が

不可能なシステムが存在する。 この場合 においても、成長率が高いほどLCA指 標が悪1匕する傾向は変わ

らない。

4.お わ りに

 本報告では、ライフサイクルアセスメント手法の基本的枠組みについて述べた。本報告で述べられたラ

イフサイクルアセスメントの基本的枠組みは、既存の産業連関分析を拡張したものと解釈できる。すなわ

ち、吉岡らによって開発された環境分析用産業連関表1)とは基本概念を同じくするものである。したがっ

て、本報告では、今後の環境分析用産業連関表を想定した発展の方向とその問題点を検討した。

 その一つは、結合生産を認めるものとして導入した生産(排 出)行 列に、いかなるプロダクトを含める

かという点であった。今後、さまざまな形でのリサイクルやヒー トカスケーディングなどの技術の重要性

が増すにつれて、これらに関連する副産物などの把握が重要となるが、この中、何を含めるべきであるか。

本報告では厚生省データに基づく屑 ・廃棄物および全国…万事業所へのアンケー ト調査に基づく業種毎の

排熱データを加えることを想定した。また、従来の環境分析用産業連関表に含まれていたCO2は勿論であ

るが、CO2以外の温室効果ガスをどこまで含めるか。これは、データ入手の必要性と可能性の面から慎重に

検討しなければならない問題である。今回検討された廃棄物や排熱データを従来のCO2データと比較する

と、業種分類が粗い(数 十業種に統合されている)こ とが分かる。 したがって、従来の環境分析用産業連

関表を発展させるに当たり、従来のCO2を 中心とした業種分類の細かいAバ ージョンと、上述した廃棄物 ・

排熱データを含むが業種分類の粗いBバ ージョンを開発することも一案である。どちらを利用するかは、

分析の目的によって決定すれば良い。

 次に、LCA評価に必要とされる投入係数行列の物理量:単位/円 価値単位間の変換について述べた。 LCA

を想定した投入係数行列は物量単位であるべきとする議論がしばしばなされる。円価値単位の投入係数行

列は、財の流れを貨幣単位で表しているのであり、その物理量と貨幣の量が比例している限りにおいては、

両者は全く同一であり、どちらを用いてLCAを おこなっても本質的な相違はない。ただし、物理量と貨幣

の量が比例しない場合、例えばある中間素材が大手メーカーには低価格で販売され、中小メーカーには高

価格で販売されているような場合には両者は異なる。こうした場合のLCAに ついては今後の課題とする。

 本報告では、財の相対価格の比を考慮した二国間の投入係数行列の変換についても述べた。未来開拓プ

ロジェクトの中心課題がアジア諸国の持続可能な発展にあることから、技術移転とそれに伴う環境漁荷削

減のLCAは 非常に重要である。この点のさらに詳細な分析については、文献5)を 参照されたい。

 次に、動学LCAの 基本的枠組みに関して資本設備の考慮が重要であることを述べた。資本設備の考慮は

時間の問題と密接に関連しており、厳密なLCAを おこなうには、時間の考慮を避けて通れないことを意味
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している。これまでのLCAは 、定常状態を仮定した静学的分析か、新プロセスの微少な導入を仮定した微

分(限 界)的 分析が主体であり、時間の推移におけるシステムの成長やそれに伴う資本設備の変化は考慮

されていないものが多かった。本報告では、動学LCAの ための予備的解説を加えたが、甚だ不十分である。

この点を具体例を含めてどのように考慮するかは今後の課題である。

 また本報告ではふれなかったが、一国の産業連関表を用いてLCAを おこなう場合には、財の輸出入に伴

う資源 ・環境負荷を評価することが困難である。特に、日本のように、資源や基礎素材を主に輸入に依存

している国では、輸入に伴う負荷を正しく評価することは重要である。したがって、この部分は船舶輸送

に関する基礎データなと積み上げ評価によって補 う必要があろう。4)

 以上述べたような課題をふまえ、LCA評 価のためのデータベースおよびツールを今後約一却 間をめど

に開発する予定である。
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